
貸 借 対 照 表

(単位：百万円)

12,347 6,195
現 金 及 び 預 金 987 3,069
預 け 金 6,685 250
売 掛 金 1,600 104
商 品 1,920 497
貯 蔵 品 21 1,009
前 払 費 用 383 71
未 収 入 金 587 50
１ 年 内 回 収 予 定 の 36
差 入 保 証 金 151 765
そ の 他 9 71

229
12
27

18,381 5,704
9,714 242

建 物 5,129 35
構 築 物 61 387
機 械 及 び 装 置 16 118
工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,143 4,540
土 地 3,272 379
リ ー ス 資 産 85
建 設 仮 勘 定 4

11,900

223 22,253
ソ フ ト ウ ェ ア 181 100
電 話 加 入 権 41 14,776
そ の 他 0 3,014

11,761
7,376

8,442 7,376
投 資 有 価 証 券 255 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2
関 係 会 社 株 式 10 繰 越 利 益 剰 余 金 7,374
差 入 保 証 金 1,328
敷 金 4,084
前 払 年 金 費 用 644 △ 3,425
繰 延 税 金 資 産 2,042 26
そ の 他 77 △ 3,451

18,828
30,728 30,728

〇記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社 　　　　　　　　
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　  2023年2月28日現在

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

科　　　　　　目 金　　額
（資　　産　　の　　部）
流 動 資 産

（負　　債　　の　　部）

賞 与 引 当 金

金　　額

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

科　　　　　　目

未 払 金

未 払 事 業 所 税

流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

資 産 除 去 債 務

前 受 収 益

未 払 消 費 税

商 品 券 等 回 収 損 失 引 当 金

リ ー ス 債 務

　純　　資　　産　　合　　計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

負　　債　   合　　計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 金

未 払 費 用

資 本 剰 余 金

（純　　資　　産　　の　　部）

長 期 預 り 敷 金

資　　産　　合　　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

土 地 再 評 価 差 額 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

固 定 負 債

資 産 除 去 債 務
退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務
長 期 預 り 保 証 金



＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

１． 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産（商　品）　　 主に売価還元法に基づく原価法　　
（貸借対照表価額については収益性の
　低下に基づく簿価切下げの方法）

　　〃　（貯蔵品）　 最終仕入原価法に基づく原価法　　
（貸借対照表価額については収益性の
　低下に基づく簿価切下げの方法）

有価証券　　　　　　　
子 会 社 株 式 移動平均法に基づく原価法　　
その他有価証券
　　市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

　　市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法　　

２． 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産　（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償却しております。
また、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　8～39年　　構築物　8～20年　　機械及び装置　14年
工具、器具及び備品　3～15年

 (2)無形固定資産　（リース資産を除く）
定額法によっております。
ただし、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっ
ております。

 (3)リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2009年２月28日
以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

 (4)投資その他の資産（その他）
均等償却しております。

３． 引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。
一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等について
は財務内容評価法によっております。なお、当事業年度末において回収不能見込額が
ないため、貸倒引当金を計上しておりません。

個別注記表



 (2)賞与引当金
従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しております。

 (3)役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額に基づき当事業年度末において発生
していると認められる額を計上しております。なお、当事業年度末の計上額はありません。

 (4)商品券等回収損失引当金
一定期間経過後に収益に計上している未回収の商品券等について、将来回収された場合に
発生する損失に備え、過去の回収実績に基づき損失発生見込額を計上しております。

 (5)退職給付引当金
従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理することとしております。

 (6)役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支出に備え、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

４． 収益及び費用の計上基準

 (1)商品の販売に係る収益認識
当社の顧客との契約から生じる収益は、主に小売業における商品の販売によるものであり、
これら商品の販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。
なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から
受取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

 (2)他社ポイント制度に係る収益認識
当社は、他社の運営するポイントプログラムに参加しており、当社における商品販売に応
じて当該他社に対してポイント負担金を支払っております。ポイント負担金を第三者のために回収
した金額として取り扱い、売上高から控除する方法にしております。



＜貸借対照表に関する注記＞

１．担保提供資産
　     宅地建物取引業法に基づく差入保証金 10 百万円

なお、担保付債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 25,661 百万円

３．関係会社に対する金銭債権・債務 短期金銭債権 72 百万円
長期金銭債権 703 百万円
短期金銭債務 644 百万円
長期金銭債務 15 百万円

４．土地の再評価
　　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律
　　の一部を改正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、
　　評価差額については「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　　　　・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め
る路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行
価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。

　　　　・再評価を行った年月日

　　　また、2002年４月５日に吸収合併した株式会社東武警備サービスにおいては、下記により合併前
　　　期日において事業用土地の再評価を行っております。
　　　　・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定め
る不動産鑑定評価額に基づいて算出しております。

　　　　・再評価を行った年月日

　　　なお、再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額
　　　との差額は△339百万円であります。

＜税効果会計に関する注記＞

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　     繰延税金資産

繰越欠損金 384 百万円
賞与引当金 79 百万円
未払事業所税 17 百万円
棚卸資産評価損 4 百万円
商品券等回収損失引当金 4 百万円
退職給付引当金 1,571 百万円
役員退職慰労引当金 41 百万円
投資有価証券評価損 0 百万円
土地再評価差額金 1,194 百万円
減損損失 1,249 百万円
その他 266 百万円

小計 4,812 百万円
評価性引当額 △ 2,512 百万円
繰延税金資産合計 2,300 百万円

　     繰延税金負債
未収事業税 0 百万円
その他有価証券評価差額金 △ 13 百万円
資産譲渡利益 △ 10 百万円
前払年金費用 △ 222 百万円
除去費用資産 △ 9 百万円
圧縮積立金 △ 1 百万円
繰延税金負債合計 △ 257 百万円
差引：繰延税金資産純額 2,042 百万円

2001年12月31日

2002年２月28日



＜関連当事者との取引に関する注記＞

１．親会社及び法人主要株主等

会社等の 議決権等の 関連当事者 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高

名称 被所有割合 との関係

東武鉄道 100.0% 役員の兼任 差入保証金の償還 13 １年内 13

株式会社 店舗の賃借 回収予定の

差入保証金

差入保証金 22

敷金の差入 ― 敷金 680

投資その他の 0

資産

敷金の預り ― 長期預り敷金 5

取引条件及び取引条件の決定方針等
店舗建物及び土地の賃借に係る差入保証金及び敷金の金額については、近隣の取引実勢に
基づいて、契約により決定しております。 また、差入保証金については、契約に基づき一定期間
据え置き後、主に毎年均等額の償還を受けております。

２．子会社及び関連会社等

重要な取引事項はありません。

３．兄弟会社等

会社等の 議決権等の 関連当事者 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高

名称 被所有割合 との関係

東武ｼｪｱｰﾄﾞ 資金の預入 資金の預入 8,199 預け金 6,685

ｻｰﾋﾞｽ - 預け金利息の受取 32

株式会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
預け金については、東武グループ内の資金の効率化を図ることを目的としたCMS（キャッシュ・
マネジメント・システム）を利用しており、取引金額は期中平均残高を記載しております。
預け金利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
担保は受け入れておりません。

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額

２．１株当たり当期純損失

＜当期純損益金額＞

当期純損失

△553円23銭

　（単位：百万円）

2,973円77銭

の子会社

属 性

△3,502百万円

親会社

親会社

　（単位：百万円）

属 性




